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修士論文要旨
１　研究の背景と問題提起
　日本農業の構造問題は農業基本法制定以来の課題であ
る。近年は「中心となる経営体」を定め、それらが農地集
積や新規就農者雇用などを担い地区経営主体として展開し
ている。
　一方で政策対応的に急増した集落営農法人の中には法人
化後も経営の不安定さが指摘される（内田、2005）。地域営
農・資源管理を担う主体形成問題は依然として残り、特に
高齢化が深刻な中山間地域においては集落内で担い手確保
が難しく、集落営農の合併・連携による広域化が加速して
いる。本研究では大規模地区経営法人がその地域で展開す
る意義と経営課題を明らかにする。
２　事例の概観
　新潟県十日町市川西地区は面積73.55㎢、人口約8,000人
で農業を基幹とする。日本でも有数の豪雪地帯であり、高
度経済成長期以降離農や高齢化が課題である。一方で気候
の厳しさが良質食味米「魚沼コシヒカリ」を産みだし、最
高級品種の評価を得ている。
　農業生産法人㈱千手は2005年に344戸の農家出資型とし
て設立された。前身の５つの生産組織において高齢化が進
展し担い手不足が深刻になり、JAや行政が主導した広域合
併による法人化で設立されたものである。
３　研究の方法と結果
　同社の財務諸表の分析および業務の中心である稲作のコ
スト（米生産費）算出によって、経営分析および経営課題
を明らかにした。その結果、売上総利益率が低く経営活動
での黒字化が達成されていない。現状は補助金など営業外
収入で補てんし、経常利益率、当期純利益率を高め、諸数
値は日本政策金融公庫作成目標指標値の範囲内にある。ま
た稲作の損益分岐点は14,167円と求められ、9,023円と大幅
な利潤が確保されている。魚沼コシヒカリの高い優位性が
認められ、経営の基盤であることが確認された。
　次に㈱千手の経営原データ利用に関する協力を得て、
2011年度産の生産費を算出した。その結果、玄米60kgあた
りの「資本利息・地代全額参入生産費」は16,274円であっ
た。
４　考察
　米生産費の結果より次の３点が指摘される。①作付希望
がコシヒカリ一辺倒による作業期間の集中がもたらす過大
な農機具負担②正社員雇用増加による労働費負担③魚沼コ
シヒカリ産地ならでは地代の高さである。いずれも同社の
経営課題であるが、一方で地元農家の要望でもあり現状の
財務内容では可能としている。
　また本研究の調査を通し４点が明らかになった。①本業
での黒字化は困難であり、組織化・法人化に非効率は避け
られない。②農業経営体として「魚沼コシヒカリ」ブラン
ドによる優位性がゆえに現状では補助金を効果的に活用し
健全経営が可能となっている。③組織の設立の背景に深刻
な後継者不足があり、国内最高水準の米産地でも避けられ
ない。④この経営体が地域活性化、地域資源保全における
中核としての役割を果たしていることである。
　そして農政支援や不作など対応が迅速であるなど、農業
は他産業に比べ優位であり継続性があるビジネスと考えら
れる。さらにコメは主食であるためマーケットのトレンド
には左右されにくいことも強みといえる。
　以上のことから同社が持続可能な稲作農業経営体として
十分に値する。また、本業を果たした上でさらに地域貢献
や地域資源保全の取り組みがみられ農業生産法人としての
存在意義が認められた。
　構成員の課題としては、今後の外部環境の悪化に対抗す
るために、借地料の値下げや作付の分散など、地域全体の
利益を尊重した理解が求められる。
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